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　公明党川崎市議会議員団を代表し、6月14日岡村テル子議員は、
23項目にわたり質問。懸念されている首都直下型地震などに備え、
市民の命を守るため特に、公共工事等で市内経済の活性化や雇用
の創出を図る、いわゆる「防災・減災ニューディール」の考え方を
強調。ここでは、このほかの主な質問内容を紹介します。

代表質問に立つ岡村テル子議員

　公明党は、小中連携教育は、教
科面だけでなく、小六から中一へ
と進学する際の環境変化にともなう、
いわゆる中一ギャップによる不登
校対策にも効果があることから、

全ての中学校区で実施するよう強
く主張。
　教育長は「今後はモデル校が取
り組んできた出前事業、教材開発、
指導方法の研究などの成果を 

　い　 

活 か

し、教科等における小中連携教育
の実施へ、全51中学校区で早い段
階で取り組めるよう支援する」と
答弁。公明党の主張が大きく前進
することになりました。

　公明党は、保育園、住宅、橋梁な
どの公共建築物の資産管理と長寿
命化のため、すべてを一元的にデー
タベース化するよう主張しました。
市長はこれに対し「施設データにつ
いては各所管でデータベース化して
おり、これらを一元化するなど適切
に管理・活用することで効果的な施
策管理・運営に努めていく」と答弁。

　また、公共建築物の耐震化につ
いて、市は対策が必要な327棟の
うち、学校校舎は 

おおむ 

概 ね終了し、その
他は平成27年度までに完了予定で
あると報告。2次災害の恐れのある
跨線橋など124橋は平成26年度ま
でに、さらに浄水施設は平成27年
度内の完了に向けて取り組むことも
表明しました。

　臨海部石油コンビナート地帯の
大地震に対する火災や津波対策を
質すとともに、帰宅困難者対策と

して一時滞在施設の確保と主要な
駅における画像を活用した情報提
供を提案しました。
　総務局長からは「臨海部危険物
施設の耐震改修率は89.1％に達し、
津波避難施設として40施設を指
定した」との報告が。また、帰宅困
難者対策では「一時滞在施設につ
いては17の公共施設を指定」とも。
併せて「川崎駅のアゼリアビジョ
ンで非常災害時緊急放送を大画面

で放映できるよう、NHK横浜放送
局と覚書を交わした」との答弁が
ありました。
　さらに公明党は、木造住宅の耐
震改修助成制度の申請数が予定を
上回ることから、補正予算を組む
など、柔軟な対応を要望。
　建設緑政局長からは、「予算を大
幅に上回る申請数急増については
適切に対応する」との回答があり
ました。
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　公明党川崎市議団は、7月6日
から20日まで、川崎商工会議
所をはじめ福祉団体等との政
策懇談会を精力的に実施。国会
議員秘書も同席し、貴重なご意
見・ご要望をいただきました。
　今後の政策課題と受け止め
て委員会、議会質問に反映させ
ていきます。
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　公明党川崎市議団は、市内
臨海部に誘致された「エリー
パワー株式会社」を視察。6月
に完成した同工場はリチウム
イオン電池を年間100万個生
産可能で、移動型室内用蓄電
システムに搭載し、緊急時等
の電力供給が可能。公明党は、
今後もエネルギー対策に真剣
に取り組みます。
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　登下校中の児童生徒を襲う交通
事故が絶えないことから、公明党
は「通学路の速度規制や交通規制
を強化し、交差点のカラー舗装化
や車止めポール、横断防止柵、外
側線の設置など安全対策を早急に
実施せよ」と訴えました。
　教育長は、「危険箇所を総点検し、
警察や関係局と協議して改善を図る」
ことを約束。市長からは「早急に
対応を進めていく」との答弁を引

き出しました。
　公明党は、今後とも安全対策に
全力で取り組んでいきます。

　公明党は、市営住宅の高齢者世
帯（世帯主が65歳以上）の割合が
56.9％まで進んでいる実態を明ら
かにし、住環境などの充実を訴え
ました。
　また、高齢者世帯や心身障害者
世帯、未就学児童世帯の特認世帯
の入居収入基準の拡充を要求。市
は「ファミリー世帯や高齢者世帯な

どの応募状況などを踏まえ、 
　かん　

緩  
　わ　

和 
の範囲を検討し、条例改正に向け
て取り組む」ことを明らかにしま
した。
　さらに市は、若年ファミリー世
帯について「抽選倍率を優遇する
制度を、今年度中に導入する」と
回答しました。

　市内には青少年科学館や宇宙開
発の一翼を担う先端企業や研究機
関も多く、県内にはJAXA（宇宙
航空研究開発機構）があるなど、
宇宙教育活動を展開するには十分
な環境が整っています。この点を
踏まえて宇宙教育の推進について 

　

ただ　　

質 しました。市は今後、JAXAに
よる出前授業等の教育支援プログ
ラムや「かわさき 

　そら 　

宙 と緑の科学館」
を中心に「星空ウォッチング」等
を各学校に周知し、宇宙開発産業
の関連企業との連携も検討してい
くこと明言しました。
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